
１．はじめに

2017 年 11 月号では、第 4 次産業革命の要素の
一つである IoT 分野を牽引するグローバル企業、
Advantech 社を紹介した。Advantech 社は産業
用 PC 分野において世界トップシェアを誇る企業
であり、その日本法人である Advantech Japan
は、社長であるマイク小池氏がリーダーシップ
を発揮し、近年急激に成長を遂げていた。また、
Advantech Japan は、自社の強みである IoT ソ
リューションを各地域の特性を考慮しつつ、地場
の企業に提供する等、地方創成の一端を担ってお
り、今後、躍進が大いに期待される企業であるこ
とがあらためて確認された。

さて、連載「日本で活躍する台湾企業」、第 2
回目である本稿は、米国ビジネスウィークリー紙
の「アジア企業 100 社」に選定されたグローバル
電源メーカーであるデルタ電子株式会社の取り組
みに光を当てる。デルタ電子株式会社は、1991
年に日本拠点を設立したが、これまで複数の日系
企業とともに、産業用電源分野を中心に新製品や
サービスを次々と開発・提供し、日本社会に大き
く貢献してきた企業である。

本稿は 2017 年 11 月 28 日に筆者がデルタ電子
株式会社日本本社にて、代表取締役柯進興氏及び
マーケティングマネージャー坂口友英氏に行った
ヒアリング及び関連資料等をもとに纏めたもので
ある。

２．台湾本社の会社概要と事業沿革

（１）会社概要
台達集団（以下、DELTA）は、1971 年に創業

者で現名誉董事長の鄭崇華氏が設立して以来、グ
ローバルに電源管理と散熱ソリューションを提供
するメーカーとして事業を展開してきた。例えば、
設立して約 10 年後の 1983 年にはスイッチング電
源、1988 年にはブラシレス DC ファンの量産を
開始し、これらの部品を自社ブランドで世界の電
気メーカーに供給してきた

1

。DELTA は顧客ニー
ズに迅速かつ誠実に対応することで、また、効率
重視の経営を行ったことで、名実ともにグローバ
ル企業としての地位を固めていった。その証左
として、グローバル営業収入は 1980 年に 460 万
US ドル、2000 年には 25 億 US ドル、2004 年に
は 59 億 US ドルを達成した。さらに、2016 年度
のグループ全体の総営業収入額は 77.8 億 US ドル
であり、毎年の複合成長率は 31.0% と、1971 年
の創業以降、持続的に成長を遂げている。なお、
DELTA の職員は 2017 年 11 月現在、海外法人等
を含めると約 8 万 3 千人であり、そのうち約 6,800
人が台湾で勤務している。（表 1）

1　かつての台湾企業は OEM受託志向が強く、自社ブラ

ンドでの世界展開には高いハードルがあると考えられて

いたが、DELTA は 1990 年代から自社ブランドによるグ

ローバル市場への部品供給を開始している。その結果、

2011 年から 2016 年の 6年間、台湾における「トップ

20グローバルブランド」の栄誉に輝くこととなった。
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表 1　台達集団の会社概要

和文社名 台達電子工業股份有限公司
（DELTA ELECTRONICS,INC.）

本社住所 台北市內湖區瑞光路 186 號
代表者 董事長 海英俊 氏
URL http://www.deltaww.com/

事業内容
電源・電子部品製造及び電源・
エネルギー関連ソリューション提供
業務

設立年月 1971 年 4 月
資本金 270 億台湾元
従業員数 6,800 人（グローバル連結：83,000 人）

2017 年現在、DELTA は、産業用標準電源分
野（グローバル）で、トップシェアを誇る企業で
ある。1971 年創業当時、DELTA はテレビ部品
製造をコアビジネスとしていた。しかし、現在で
は「電源と電子部品」「自動化」「基礎設備」の 3
つのビジネスをコアとしており、それに伴う製品
群として「通信電源システム」、「産業自動化シス
テム」、「抵抗及び磁性部品」、「ネットワーク製
品」、「ディスプレイ製品」、「データーセンター」、

「インフラストラクチャー」、「再生可能エネルギー
のソリューション」を提供している。このように
製品及びサービスの多様化は創業から大きく進ん
だ。

しかし、当時より変わってないものがある。そ
れは、一貫して　1) 人材を重んじ、2）品質を大
切にし、3) 約束を守る、ことを重視し、それら
を確実に実践することによってステイクホルダー
から「信頼」される企業になることを目指してき
たことである。具体的には、「変化に立ち向かい、
可能性を追求する」こと、つまり、1)「常に新し
いアイディアを創造し実現に導く」というイノ
ベーション精神を基盤とし、改善活動の継続によ
る高品質製品を供給すること、2)「新しい流れを
知り、迅速に行動する」ことを原則として、グロー
バル・ネットワーク（グローバルなチームワーク

体制）をフル活用し、常にお客様のニーズに期待
以上に応えることができるよう高い「顧客満足」
の獲得を目指してきたことである。

このような変わらない姿勢と実践もまた、今日
の DELTA の成長・発展に大きく寄与してきた
と言っても過言ではないだろう。

（２）技術革新とグローバル展開
DELTA グループは、2017 年現在、台湾・中

国・タイ・メキシコ・インド及び欧州に製造拠点
を有している。同社は年間グループ連結売上高の
6% ～ 7% を毎年研究開発費として投入し、各グ
ローバル拠点に適切に配分する等、世界拠点にお
ける独自のイノベーションや R&D に力を入れて
いる。そして、その活動の中心的な役割を担うの
が、世界各地で持続可能な社会を作り上げるため、
日々技術革新に尽力している 9,000 名以上のエン
ジニアである。

彼らの研究開発によってグローバル顧客へのソ
リューション提供に繋がった事例としては、グ
ループ会社の Delta Controls による 180 以上の
大学の建物へのビル・オートメーション・ソリュー
ション提供（米国）、スペースシャトルアトラン
ティスアトラクションに導入された LED ディス
プレイ（NASA ケネディースペースセンター）、
通信事業者の PV システム付屋外通信機器用電源
ソリューション（アフリカ）、郊外 ATM ネット
ワークで使われているスマートモニター、監視、
電源管理ソリューション（インド）、インド初の
交通管理センター用 LED 型 DLP ビデオウォー
ル（インド・バンガロール）、SCARA ロボット
生産ラインに導入された垂直多関節ロボットに
よる製品検査の時間の大幅な短縮（中国）、世界
的な製造会社の生産ラインに導入された CNC 自
動化ソリューション（中国）、324 枚の 80 インチ
LED スクリーンで構成された世界最大 LED 型
DLP ビデオウォール及び DVCS（映像配信制御

出所：同社ホームページ及び資料により作成
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システム）（中国）、宏泰プラザをスマートビルディ
ングにしたデルタ・ビル制御システム（中国寧波
市）、グループ会社の LOYTEC がマンチェスター
空港に DALI 照明制御システムを提供（イギリ
ス）、大型通販サイトを運営しているウェブ運営
会社における InfraSuite データセンターソリュー
ション（ドイツ）、耐寒、耐塩かつ高効率、高信
頼性の EV 充電ソリューション（欧州）等があげ
られ、枚挙に暇がない。

こうしたグローバル拠点での技術革新が市場で
評価され、DELTA は、2016 年グローバル・イ
ノベーション企業ランキングトップ 300 社に入選

（PwC による「第 12 回グローバル・イノベーショ
ン 1000」調査）する等、これまで多くの国際的
なイノベーション賞（台湾発明創作賞、台湾産業
イノベーション賞、タイ首相産業賞、ASEAN ビ
ジネスアワード、NHO < ノルウェー経営者連盟
> イノベーション賞 < グループ会社 Eltek が受
賞 > 等）を受賞してきた。

３．電源製造業からエネルギー・環境関
連企業への変貌～顧客志向のソリュー
ション提供

時 代 と 共 に 深 刻 な 気 候 変 動 が 生 じ る 中、
DELTA は、1990 年代から環境問題に着目し、

「Smarter. Greener. Together.」をキャッチフレー
ズとした経営を実践してきた。“Smarter” とは

「DELTA の電源効率と再生エネルギーのコア技
術」、“Greener”はDELTAが設立以来重視する「環
境保護、省エネルギー、地球を愛する」という経
営理念、“Together” は「顧客と長期的なパート
ナーシップを維持する」という経営哲学を表して
いる。

（１）グローバル顧客からの要望によるソリューション
このキャッチフレーズのもと、同社はグローバ

ル顧客からの要望により、環境保護や省エネル

ギーを目的とした適切なグリーンソリューション
（産業自動化ソリューション、ビル自動化ソリュー
ション、データセンターソリューション、通信電
源ソリューション、再生可能エネルギー・ソリュー
ション、EV 充電ソリューション、ディスプレイ
と監視ソリューション等）を提供しており、これ
まで、地球規模の環境問題の解決に大きく貢献
してきた。例えば、同社資料

2

によれば、2010 年
から 2016 年におけるデルタの高性能製品及びソ
リューションによって貢献した世界的な省エネ効
果は、電力消費削減 208 億 kWh、二酸化炭素排
出削減 1,107 万トンである。また、同社の電源製
品のエネルギー効率は 90％以上であり、情報ネッ
トワーク電源効率は、業界トップの 98% を達成
している。さらに、太陽光エネルギー変換器では、
98.8% の変換効率を誇っており、サーバー電源装
置においては、96% 以上の効率を実現したことで、
世界初 80Plus Titanium 認証をも取得している。

（２）グリーンビルディング
DELTA は国内外の小・中・高等学校や理工系

大学、政府系研究所、在外政府機関等からの発注
により、2006 年から 2017 年までに 24 棟のグリー
ンビルディングも建設してきた。また、環境保護
と省エネルギーを推進し、台南ハイテククラス
ター内に初めて先進的なグリーンビルディングの
工場を立ち上げている。2016 年に政府から認証
を受けた「デルタ・グリーンビルディング」は、
年間 15,000,000 kWh の電力消費と 10,027 トンの
CO₂ の削減を可能にした。

（３）太陽光発電システム
DELTA は太陽光発電システムの技術を有して

おり、2009 年には、高雄にある体育館の屋根に、

2　2017 年 11 月 28 日インタビュー時の、デルタ電子プ

レゼン資料による。
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世界最大の太陽光パネルを設置した。このシステ
ムは、二酸化炭素排出量を 660 トン減少させると
ともに、ビル内の電力がすべて賄えるばかりか、
電力会社に余剰電力の供給を可能とするものであ
る。また、革新的かつクリーンで高効率なエネル
ギー・ソリューションを提供するため「デルタ太
陽光追跡システム」の開発にも成功している。現
在、そのシステムは、米国ネバダ州の大型集中型
太陽光発電所に採用され、年間 5 億 kWh の発電
に大きく貢献している。

（４）その他
その他、DELTA の「環境、省エネルギーの

ソリューション」提供の実績としては、発電出
力 4MW の分散型パワコンシステムを採用した
赤穂エナジーパーク（日本・赤穂市）や発電量
75.4MW の太陽光発電計画へパワーコンディショ
ナーの提供（デンマーク）、国連開発計画（UNDP）
機関との協力による Eltek（DELTA のグループ
会社）のイノベーション製品技術 Rectiverter の
運用と 104 軒の病院へ再生可能エネルギー・ソ
リューションの提供（ジンバブエ）、宏泰プラザ
をスマートビルディングにしたデルタ・ビル制御
システム（中国寧波市）等の事例があげられる。

こ の よ う に、DELTA は 企 業 の 社 会 的 責 任
（CSR）を重視し、グローバル拠点の環境対応等
に積極的に取り組んでいる。そのため、台湾電子
業界において「良い規範」となっており、海外
においても各種表彰を多く受けている。例えば、
2008 年には欧州「CNBC Magazine」誌によって

「CO₂ 削減企業世界トップ 100 社」に選定され、
2009 年には第一回アジア太平洋「優秀環境保護
賞」(Frost & Sullivan Green Excellence Award)
を受賞した。また、大手調査機関の S&P ダウ・
ジョーンズ・インデックスが毎年公表する Dow 
Jones Sustainability Induces（DJSI） シリーズの

うち、先進国・新興国双方対象の「DJSI World（世
界指数）」において 6 年連続（2011 年～ 2016 年）
で採用。その他、2014、2015 年 CPLI（気候変動
パフォーマンス先進企業）、2016 年気候変動リー
ダーシップ、2005 ～ 2007 年、 2011 ～ 2017 年の
台湾ビジネス誌「遠見」の CSR 賞、2012 ～ 2014
年の中国商業新聞発行のビジネス誌「第一財経」
の CSR「特別企業賞」、2002 ～ 2016 年「天下雑誌」
CSR 賞の受賞等、その受賞歴は数知れない。

同社がこのような世界的栄誉を数多く勝ち取る
ことができた主な理由は、先述したようにイノ
ベーションを重視した経営の実践、そして、エネ
ルギー分野における環境保護を通じた社会貢献へ
の高い意識と技術・開発力であったと言えよう。
しかし、そこには、創業者やその後継者のリーダー
シップがあったこともまた忘れてはならない。そ
こで、次章では、DELTA 創業以来、グループを
牽引し続け、ここまで発展させた 2 人の人物につ
いて述べる。

４．創業者のリーダーシップと環境経営
への先見性

（１）鄭崇華氏
DELTA の創業者・名誉会長、台達電子文教

基金會創業者・董事長である鄭崇華氏は、1971
年台達電子を設立して以降、経営者として、第
一線で DELTA の業務拡大及び同社の発展に尽
力してきた（写真 1）。2012 年には董事長に就任
し、現在は名誉会長として後進に経営を託して
いる。台湾のメディア界は、鄭崇華氏を「環境
CEO」―台湾で最も環境意識の高い経営者（Chief 
Environmental Officer）あるいは「台湾テクノ
ロジーの父」（Godfather of Taiwan Tech）と呼
ぶ。というのは、会社設立時から彼は地球環境保
護を重視し、イノベーションと省エネルギー技術
にフォーカスして、企業努力を行ってきたからで
ある。1990 年には NPO 団体である台達電子文教
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基金會を設立し、様々な環境保活動やエネルギー
教育等を推進しながら、持続可能なエネルギー技
術の発展やグリーン建築、環境保護人材の育成等
に力を注いできた。

このような功績を称え、鄭崇華氏は、2006 年、
管理科学学会の最高栄誉である「管理獎章」を受
賞。同年、清華大學から工学博士を授与された。
また、2007 年には、台湾中央大學と台湾成功大
學からそれぞれ「地球科学栄誉博士」と「名誉工
学博士」の学位が授与されている。さらに、2010
年度には、Ernst ＆ Young「年間創業家大賞」「企
業社会責任賞」をダブル受賞し、同年、鄭崇華氏
は、創業から 50 年間の産業界での経験と心得、
環境保護や省エネルギー、地球を愛する考え方な
どを整理した「實在的力量」（真の力量）という
書籍をも出版

3

した。この本は「台灣最實在的企業，
最被低估的企業家」（台湾で最も力のある企業は、
最も過小評価された起業家によって作られた）と
いうキャッチフレーズで、大きな話題となったこ
とは記憶に新しい。2011 年度には、中華企業経
営協會「イノベーション成功賞」を受賞している。

鄭崇華氏は 1949 年に福建省建
けんおう

甌市で生まれた
が、国共内戦中に訪台し、13 歳の時に台中一中
に入学した。戦後、大変な苦労をしながら、1959
年に成功大学電気学科を卒業すると、エアアジ
ア（亞洲航空公司）で航空機器のエンジニアとし
て就職した。その後、米国精密電子メーカーの
TRW のエンジニアリング、製造、品質管理業務
に携わった後、1966 年に渡米し、米国本社でト
レーニングを受けた。そして、約 10 年の外資系
企業勤務を経験した後、1971 年、鄭崇華氏が 36
歳の時に、30 万台湾元の貯金を元手に、たった
一人で会社を立ち上げた。当時の従業員は 15 人

3　鄭崇華著／張玉文編 (2010)「實在的力量～鄭崇華與台

達電的經營智慧」天下文化出版社

であり、その後の DELTA の成功はこれまで述
べたとおりである。現在、鄭崇華氏は、グローバ
ル企業家のリーダー的存在となっている。

（２）海英俊氏
鄭崇華氏の跡を継いだのは、海英俊氏である。

海英俊氏は、米国テキサス大学ダラス校で国際企
業管理の修士を取得した後、グローバル金融機
関である JP Morgan、Citibank 等の重要ポスト
を歴任。その後、GE キャピタルの台湾総経理を
経て、1999 年に DELTA に入社した。海英俊氏
は、主に営業と組織経営に従事し、積極的に新規
事業開拓に取り組み、数々の成果をあげた。そし
て、2004 年に副董事長及び執行長に就任した後、
2012 年 6 月、DELTA 董事長に就任し、現在に至っ
ている。海英俊氏は現在、長期発展計画の策定と
コーポレートガバナンスの強化、役員会の効果的
な運営に積極的に取り組んでいる。

海英俊氏もまた、鄭崇華氏と同様、多くの受
賞歴がある。例えば、2010 年には、欧州 CNBC
誌と上海第一財経誌が共同開催した「華人ビジ
ネスリーダー最優秀賞 2010」（China Business 
Leaders Awards 2010）、 欧 州 CNBC 誌 が 主 催
した「アジア最優秀イノベーションリーダー
賞 」（Asia Innovator Award of Asia Business 
Leaders Awards）を受賞している。また、2012
年には IR Magazine 誌が選んだ華人圏の「最優

写真 1　DELTA 創業者および董事長

出所：同社資料による
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秀 CEO」にも選出されている。さらに、2013 年
には、再度 CNBC 誌の「アジアビジネス最優秀
人 才 管 理 賞 」（Talent Management Award of 
Asia Business Leaders Awards）を受賞しており、
CNBC 誌における優秀賞を全て受賞した初めて
の人物として、現在最も注目されている経営者の
一人となった。

５．日本拠点のデルタ電子株式会社につ
いて

DELTA の日本進出は東京連絡事務所（リエゾ
ンオフィス）を設置にした 1989 年 6 月に遡る（表
2）。当時は、DELTA ブランドの電子製品の輸
入・販売が主なビジネスであった。その後、1991
年 6 月に DELTA の日本法人として「デルタ電
子株式会社」（以下、デルタ電子）が設立される
と、翌年 1992 年には輸出販売業務を開始。そして、
1996 年には他の台湾企業に先駆けて、R&D 拠点
である芝浦テックを開設した。

表 2　デルタ電子の会社概要

和文社名 デルタ電子株式会社
DELTA ELECTRONICS (JAPAN), INC.

本社住所 東京都港区芝大門 2-1-14
代表者 代表取締役 柯進興 氏
URL http://www.dej.co.jp/

事業内容 情報、通信機器及び部品の輸入販売
と輸出業務

設立年月 1991 年 6 月
資本金 2 億 8000 万円
売上高 164 億円 (2016 年実績 )

従業員数 173 人（2017 年 1 月 1 日現在）

2000 年代に入ると 2001 年の大阪営業所を皮切
りにデルタ電子は国内拠点を中部（2007 年 8 月
設立後、2012 年 5 月移転）、仙台（2012 年 2 月）、

栃木県矢板市（2012 年 5 月設立）、盛岡（2014 年
7 月）、名古屋（2014 年 11 月）と次々と開設し、
マーケットを拡大していった。また、2011 年に
は、韓国法人 DELTA ELECTRONICS (KOREA) 
INC. の開設とともに、R&D 拠点として、芝浦テッ
クを統合し、あらたに品川テクニカルセンターを
設立した。

2017 年 11 月現在のデルタ電子の取扱い製品・
サービスは、スイッチング電源、冷却ファン、熱
対策製品、ネットワーク・ソリューション製品、
電子部品、再生可能エネルギー・ソリューション、
産業自動化ソリューション、EV・HEV 電装品、
パワーマネジメントソリューション、ディスプレ
イ・ソリューション、LED 照明ソリューション、
メディカル製品、である（写真 2）。

デルタ電子の代表取締役社長は柯進興氏である
（写真 3）。柯進興氏は、日本拠点の立ち上げに携
わって以来、現在まで、リーダーシップを遺憾な
く発揮し、日本法人の発展に大きく貢献してきた。
立ち上げからの駐在になるため、日本駐在経験は
既に 20 年を超えている。日本語も流暢かつ堪能
な、いわゆる知日派の経営者である。1990 年初
頭と言えば、日台の貿易インバランスが問題とな
り、台湾側での日本製品の輸出差し止め等、双方
の緊張関係が生じた時代である。そのような時代
に、台湾電子部品の日本への輸入を開始し、取引

出所：同社ホームページ及び資料により作成

写真 2　デルタ電子株式会社１F の製品ショールーム

出所：デルタ電子製品ショールームにて筆者撮影
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を拡大していったことは、日台関係改善という意
味において、同氏の貢献は非常に大きいと言える
のではないだろうか。柯進興氏はこれまで、日本
企業への OEM 供給や ODM 製造等の相談にも積
極的に協力しており、今では、デルタ電子は多く
の日系企業の良きパートナーとなっている。

デルタ電子の昨今の動きとして特筆すべきこと
は、1) 2014 年に三菱重工業株式会社からリチウ
ムイオン二次電池の製造設備等の事業資産を譲り
受け、当該設備を用いて、定置用大容量蓄電シス
テム（Energy Storage System）や電気バスなど
の蓄電システム製品に搭載するリチウムイオン二
次電池の製造販売を行っていること、2) 2015 年
にパワーエレクトロニクス及び電力変換の分野で
有名なノルウェー企業である Eltek の日本子会社
であった Eltek Energy Japan を統合したこと（こ
のことは、日系企業のみならず、在日外資系企業
からも全幅の信頼を置かれていることが示唆され
る）、3) 2016 年にゴルフ場跡地等、山間部の遊休
地利用の一環として、兵庫県に発電出力 4MW の
分散型パワコンシステムを採用した「デルタ電子
赤穂エナジーパーク」を竣工し、地域に産業を生
み出したこと、である。

６．家庭用水耕栽培機「foop」の成功
　～日本拠点から生まれた「ものづくり」

最後に、日本拠点発の「ものづくり」について
触れたい。デルタ電子の製品の多くは、台湾や中
国で製造し、輸入しているが、2016 年 4 月に販
売された「foop」は、日本拠点で開発された製品
であり、この新しい試みは、DELTA 本社でも大
いに注目されているところである。柯進興氏によ
れば、「日本拠点は、2014 年から IoT への取り組
みを開始し、一般消費者をターゲットにした製品
の開発を行ってきた」と言う。「foop」はその結
実であり、「家庭用のスマート菜園」というコン
セプトで開発された。とは言え、「菜園」市場は
限定的であるため、デルタ電子にとってはチャレ
ンジングな取り組みであったようである。そのた
め開発・設計においては、オープンイノベーショ
ン方式を採用し、市場から様々なニーズや声を聞
き、それらを反
映させながら、

「家庭で手軽に
水耕栽培が行え
る家電製品」を
目 指 し た

4

。 な
お、販売はデル
タ電子の子会社
であるアドトロ
ンテクノロジー
株式会社が担っ
ているが、初期
モデルの第一弾
の出荷分は、す
ぐに予約分で完
売したと言う。

4　具体的には、製品化のアイディアやマーケティングを

日系企業とプロジェクト形式で行った。

写真 3　デルタ電子株式会社代表取締役柯進興氏

写真4　家庭用水耕栽培機「foop」

出所：デルタ電子会議室にて筆者撮影

出所：デルタ電子製品ショールームに
て筆者撮影
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「foop」シリーズは、スマートフォンに栽培状
況が通知される「スマホ連動型」の IoT 水耕栽
培器である。マーケットポジションは、レタスや
バジル、ルッコラ、ミニトマトなどが栽培できる
家電製品の位置付けである。「foop」は、デルタ
電子がこれまで蓄積してきた LED 技術を活用し、
太陽光に近い波長の LED を採用している。また、
本体にセットされた種子、水、液体肥料に、室
内での野菜栽培に最適な LED 光やファンによる
風、エアポンプによる空気が適量で供給され、セ
ンサーが反応することで、栽培状況を知らせる機
能を持っている。「foop」は写真４のようにスタ
イリッシュなデザインではあるが、一方、野菜の
成長に合わせて、種のアイコン、若葉のアイコン、
笑顔のアイコンなど、可愛らしいデジタルサイン
も次々と映し出される等、単身赴任者や働く女性
が癒されるような作りとなっている。
「foop」は地域産業の発展にも寄与している。

地域資源の有効利用もその一つである。例えば、
側面パネルに利用する木材は、岐阜県飛騨市に自
生する天然のブナを利用している

5

。さらに、日
本の伝統工芸をイメージした「foop Premium」
シリーズでは、側面パネルに地域の職人技を生か
した「漆」「西陣織」「鹿革」を採用しており、地
域産業と積極的にコラボレーションしている。な
お、「鹿革」は、富士の森林保護のために捕獲さ
れた鹿を、地域資源として活かすプロジェクトと
連動していると言う。

この「foop」プロジェクトでは、新しい試みを
次々と行っている。フェイスブックとの連動や実
験的なクラウドファンディング等がその例であ
る。それらの取り組みはフランスのメディアでも

5　ブナの木は、飛騨の広葉樹で最も多く、持続可能性が

高い資源である。家電製品には珍しい自然木によるパネ

ルは、飛騨地域の加工業者の知恵と熱意により生み出さ

れた。

紹介され、海外からの引き合いを増加させる一助
となった。こうしたデルタ電子の取り組みと市場
での反響に対し、DELTA 本社からは称賛と驚き
の声が多くあがっていると言う。

2017 年 3 月には、「foop」の基本機能はそのま
まに、ベーシックモデルである「foop Lite」が、
満を持して市場に導入された。今後も、デルタ電
子の新たな取り組みに注目したい。

７．おわりに

産業機器向け標準スイッチング電源分野のリー
ディングカンパニーである DELTA は、日本拠点
を通じて、日本の大手企業と繋がりながらエネル
ギー事業を拡大してきた。また、昨今では、日本
のクリエーターとオープンイノベーションによる
新商品の開発に成功し、日本の家電市場への参入
も果たしている。このように DELTA グループは、
人類の生存を脅かす地球温暖化の軽減に貢献する
べく、画期的なイノベーションを継続的に生み出
しており、世界の環境問題のソリューション提供
に日々邁進している。「今後は日本で志をともに
するパートナーとの連携を更に深め、引き続き、
グローバルな社会的課題である環境問題に積極的
に取り組んでいきたい」と柯進興氏は語った。

写真 5　柯進興社長と筆者

出所：デルタ電子製品会議室にて筆者撮影
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＊第一回、第二回の連載にあたり、日本におられ
る台湾企業のご紹介等、台湾貿易センター東京
事務所呉俊澤所長、小清水プロジェクトマネー
ジャーに多大なご協力を頂いた。この場をお借
りして、心より御礼申し上げる。

＜参考文献＞
鄭崇華著／張玉文編 (2010)「實在的力量～鄭崇

華與台達電的經營智慧」天下文化出版社
Delta Group 発行「Delta Group」（グループ事

業概要）
デルタ電子株式会社発行「会社概要」（2017 年

1 月 1 日現在）
台達集団ウェブページ：　www.deltaww.com

「foop」 製 品 ウ ェ ブ ペ ー ジ：　https://foop.
cestec.jp/ja（アドトロンテクノロジー株式会社）
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